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平成 17 年 3 月期  第 3 四半期財務・業績の概況（連結）        　　

平成 17 年 2 月 9 日

上場会社名　東京応化工業株式会社 （コード番号：4186　東証第一部）

（ＵＲＬ　http://www.tok.co.jp/　）

代 表 者 役職・氏名 取締役社長 中　村　洋　一

問合せ先責任者 役職・氏名 経理部長 羽　飼　　　勝 ＴＥＬ：(044)-435-3000

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　有
（内容）

原価差額の配賦方法等については、簡便的な方法を採用しております。

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　無
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：　有

連結（新規）2 社　（除外）0 社　持分法（新規）0 社　（除外）0 社
（内容）
連結子会社2 社増加（ティーオーケー・コリア・カンパニー・リミテッド、長春應化（常熟）有限公司）

２．平成 17 年 3 月期第 3 四半期財務・業績の概況（平成 16 年 4 月１日 ～ 平成 16 年 12 月 31 日）
(1) 経営成績（連結）の進捗状況 　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売　上　高 営 業 利 益     経 常 利 益     
四半期(当期)
純 利 益      

　　　　百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年 3 月期第 3 四半期 68,821 26.2 6,669 92.3 7,283 104.3 4,736 45.7

16 年 3 月期第 3 四半期 54,523   ― 3,469   ― 3,565    ― 3,251    ―

(参考)16 年 3 月期 83,121 5,703 6,036 4,751

１株当たり四半期
(当期)純利益

潜在株式調整後        
１株当たり四半期
(当期)純利益

  円　 銭   円　 銭

17 年 3 月期第 3 四半期 102.23 102.10

16 年 3 月期第 3 四半期 67.79 67.78

(参考)16 年 3 月期 98.69 98.68

 (注)売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］

当第 3 四半期までのわが国経済は、個人消費や輸出の伸びが鈍化しているものの企業の設備投資増勢に支

えられ、全体として緩やかな回復基調となっております。また、当企業集団が取扱っている製品の主な需要

先でありますエレクトロニクス業界におきましては、デジタル家電の販売増に伴う半導体市場やフラットパ

ネルディスプレイ市場が好調に推移しましたが、後半からの業界の在庫調整等を背景に減速感が見られるよ

うになりました。

このような情勢の下、当企業集団は、材料事業で成長製品や付加価値の高い製品の提供に努めたほか、装

置事業では液晶パネル用ガラス基板の大型化に対応した製造装置の販売活動や生産性向上に努めたことに

より、当第3 四半期までの売上高は 688 億 21 百万円（前年同期比26.2％増）となりました。また、営業利

益は 66 億 69 百万円（前年同期比 92.3％増）、経常利益は72 億 83 百万円（前年同期比 2.04 倍）、四半期（当

期）純利益は 47 億 36 百万円（前年同期比 45.7％増）となりました。

また、部門別の概況については以下のとおりとなっております。

①　材料事業

フォトレジスト部門では、半導体用フォトレジストは、先端材料を中心に堅調に推移したことに加え、

液晶ディスプレイのカラーフィルター製造用フォトレジストで大幅に売上を伸ばしたことから、当部門の

売上高は 271 億 33 百万円（前年同期比 12.8％増）となりました。

http://www.tok.co.jp/


2

(2)財政状態（連結）の変動状況

総　資　産 株 主 資 本     株主資本比率
１株当たり
株 主 資 本     

　　　百万円 　　　百万円 　　　％ 　　　円　　銭

17 年 3 月期第 3 四半期 154,388 115,369 74.7 2,489.87

16 年 3 月期第 3 四半期 142,710 111,389 78.1 2,357.70

(参考)16 年 3 月期 146,376 111,301 76.0 2,401.31

【連結キャッシュ・フローの状況】

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

　　　百万円 　　　百万円 　　　百万円 　　　百万円

17 年 3 月期第 3 四半期 9,408 △3,877 △1,134 45,517

16 年 3 月期第 3 四半期 ― ― ― ―

(参考)16 年 3 月期 4,755 △6,176 △5,315 40,977

(注)16 年 3 月期第 3 四半期につきましては、連結キャッシュ・フローの状況を開示していないため記載を
省略しております。

　

　印刷材料部門では、印刷用感光性樹脂版のフレキソ印刷向けが欧州地域での拡販が奏功したことによ

り売上を伸ばし、当部門の売上高は 54 億 97 百万円（前年同期比 18.8％増）となりました。

　化成品部門では、フォトレジト付属薬品がアジア地域を中心に堅調に推移し、当部門の売上高は 191

億 7 百万円（前年同期比8.0％増）となりました。

　特殊化学材料部門では、半導体の層間絶縁膜や平坦化絶縁膜として用いられる被膜形成用塗布液が前

年同期並に推移し、当部門の売上高は36 億円となりました。

　この結果、材料事業の売上高は 555 億 95 百万円(前年同期比10.8％増)、営業利益は 85 億 74 百万円(前

年同期比 19.8％増) となりました。

②　装置事業

液晶パネル製造装置は、液晶パネル用ガラス基板の大型化に伴う需要拡大を的確に捉えた営業努力が

奏功し、大幅に売上を伸ばすことができました。また、半導体製造装置におきましても、前年同期を上

回る売上となりました。

この結果、装置事業の売上高は133 億 23 百万円(前年同期比 3.01 倍)となり、利益面では前年同期 7

億 7 百万円の営業損失から 10 億 21 百万円の営業利益となりました。

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］

①  財政状態の変動状況

当第 3 四半期末の総資産は、1,543 億 88 百万円となり、前期末に比べ 80 億 12 百万円増加しました。

流動資産は、現金及び預金、売上債権、たな卸資産等が増加したことにより前期末に比べ 83 億 84 百

万円増加の 1,033 億 1 百万円となりました。固定資産は、ソフトウェアの増加に伴う無形固定資産の増

加等はあったものの、設備投資を上回る減価償却費の計上等により有形固定資産が減少し、前期末に比

べ 3 億 72 百万円減少の 510 億 86 百万円となりました。

一方、負債は、装置の出荷増による前受金が増加したことなどにより前期末に比べ 37 億 16 百万円増

加の 379 億 82 百万円となりました。

また、資本は、利益剰余金等の増加により前期末に比べ 40 億 67 百万円増加の 1,153 億 69 百万円とな

りましたが、株主資本比率は前期末の76.0％に比べ 1.3 ポイント低下し、74.7％となりました。
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３．平成 17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 3 月 31 日）

○　添付資料

・ （要約）四半期連結貸借対照表　、（要約）四半期連結損益計算書　、（要約）四半期連結キャッシュ・

フロー計算書　、セグメント情報

・ 平成 17 年 3 月期第 3 四半期財務・業績の概況（個別）

・ （要約）四半期貸借対照表、　（要約）四半期損益計算書

以　上

［業績予想に関する定性的情報等］

今後の業績予想につきましては、平成17 年 3 月期中間決算発表時（平成16 年 11 月 17 日）の数値を修正

しておりません。

なお、業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。

②  キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権、たな卸資産の増加および法人税等の支払等による

資金の減少はあったものの、減価償却費、前受金の増加等により 94 億 8 百万円の収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、設備代金の支払等により 38 億 77 百万円の支出となりました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により 11 億 34 百万円の支出となりま

した。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第 3 四半期末残高は、前期末に比べ 45 億 4 千万円増加し 455 億

17 百万円となりました。



　1. (要約）四半期連結貸借対照表
東京応化工業株式会社     （単位：百万円、％）

当四半期 前年同四半期 前連結会計年度

 (平成17年3月期  (平成16年3月期

   第3四半期末）    第3四半期末）

金    額 金    額 金　　額 増減率 金    額 金　　額 増減率

(資産の部)
Ⅰ 流　動　資　産

1 45,832 35,492 10,339 29.1 41,045 4,787 11.7
2 29,029 26,674 2,355 8.8 28,465 564 2.0
3 25,782 26,338 △555 △2.1 22,841 2,941 12.9
4 2,762 2,508 253 10.1 2,685 77 2.9

△105 △160 55 △34.4 △119 14 △12.2
103,301 90,853 12,448 13.7 94,917 8,384 8.8

Ⅱ 固　定　資　産
1 有形固定資産

(1) 建 物 及 び 構 築 物 20,303 21,789 △1,485 △6.8 21,423 △1,119 △5.2
(2) 機械装置及び運搬具 6,576 8,056 △1,480 △18.4 7,373 △797 △10.8
(3) 土 地 9,373 9,330 43 0.5 9,311 61 0.7
(4) そ の 他 4,362 3,319 1,042 31.4 3,454 908 26.3

40,616 42,495 △1,879 △4.4 41,563 △947 △2.3
2 無形固定資産 1,765 791 973 123.0 1,173 591 50.4
3 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 5,486 4,669 817 17.5 5,141 345 6.7
(2) そ の 他 3,233 3,915 △681 △17.4 3,594 △361 △10.1

貸 倒 引 当 金 △14 △14 0 △0.1 △14 0 1.7
8,705 8,569 135 1.6 8,721 △16 △0.2

51,086 51,857 △770 △1.5 51,458 △372 △0.7
154,388 142,710 11,678 8.2 146,376 8,012 5.5

(負債の部)
Ⅰ 流　動　負　債

1 9,972 8,892 1,080 12.2 9,738 234 2.4
2 1,342 288 1,053 365.5 1,295 46 3.6
3 13,317  - 13,317 9,961 3,355 33.7
4 744 684 59 8.7 1,393 △648 △46.6
5 89 28 60 209.1 63 26 41.7
6 5,502 14,295 △8,792 △61.5 5,250 252 4.8

30,969 24,189 6,780 28.0 27,702 3,267 11.8
Ⅱ 固　定　負　債

1 8 10 △1 △18.0 9 △1 △13.4
2 6,058 5,417 641 11.8 5,594 464 8.3
3 493 620 △126 △20.4 635 △141 △22.3
4 452 334 118 35.3 324 128 39.5

7,013 6,382 631 9.9 6,564 449 6.9
37,982 30,571 7,411 24.2 34,266 3,716 10.8

1,036 749 287 38.4 808 228 28.2
(資本の部)

Ⅰ 資  　本 　 金 14,640 14,640 - - 14,640 - -
Ⅱ 資 本 剰 余 金 15,208 15,208 0 0.0 15,208 0 0.0
Ⅲ 利 益 剰 余 金 91,450 86,368 5,082 5.9 87,867 3,582 4.1
Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,096 1,532 564 36.9 1,887 209 11.1
Ⅴ △198 △354 156 △44.2 △468 270 △57.7
Ⅵ 自　己　株　式 △7,829 △6,004 △1,824 30.4 △7,833 4 △0.1

115,369 111,389 3,979 3.6 111,301 4,067 3.7

（注）1.有形固定資産の減価償却累計額　当四半期 73,929百万円     前年同四半期 70,576百万円
　　　2.前年同四半期において流動負債の「その他」に含めておりました「前受金」（前年同四半期9,417百万円）について
　　　　は、負債、少数株主持分及び資本の合計額の100分の5超となったため、当四半期より区分掲記しております。

前連結会計年度比

8,012 5.5

そ の 他
貸 倒 引 当 金

科  　目

退 職 給 付 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

流 動 負 債 合 計

増　 減

た な 卸 資 産

前 受 金

為替換算調整勘定

(少数株主持分)
少数株主持分

負 債 合 計

資 本 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

長 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他

142,710

 (平成16年3月期末）

146,376154,388負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

11,678 8.2
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　2. (要約）四半期連結損益計算書
    （単位：百万円、％）

当四半期 前年同四半期 （参考）

 (平成17年3月期  (平成16年3月期

   第3四半期）    第3四半期）

金    額 金    額 金　　額 増減率 金    額

Ⅰ 売    上    高 68,821 54,523 14,298 26.2 83,121

Ⅱ 売  上  原  価 46,064 35,707 10,356 29.0 56,149

22,757 18,816 3,941 20.9 26,971

Ⅲ 販売費及び一般管理費 16,088 15,347 740 4.8 21,268

6,669 3,469 3,200 92.3 5,703

Ⅳ 営 業 外 収 益 671 334 336 100.7 595

Ⅴ 営 業 外 費 用 56 238 △181 △76.1 261

7,283 3,565 3,718 104.3 6,036

Ⅵ 特  別  利  益 268 2,442 △2,173 △89.0 2,633

Ⅶ 特  別  損  失 86 145 △58 △40.4 297

7,465 5,861 1,603 27.4 8,372

2,456 1,318 1,138 86.3 2,581

30 1,137 △1,107 △97.3 822

241 154 87 56.8 217

4,736 3,251 1,484 45.7 4,751

増　 減

営 業 利 益

経 常 利 益

売 上 総 利 益

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期
（ 当 期 ） 純 利 益

科  　目 平成16年3月期

5
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3.（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   (単位 百万円)
当四半期

(平成 17 年 3 月期

　第 3 四半期)

（参考）

平成 16 年 3 月期

区分 金  額 金  額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー                

1 税金等調整前四半期 （当期）純利益 7,465 8,372

2 減 価 償 却 費 4,043 5,810

3 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 額 は △ ) △631 70

4 製 品 保 証 引 当 金 の 増 加 額 26 20

5 退職給付引当金の増減額(減少額は△ ) 463 △1,315

6 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 減 少 額 △141 △44

7 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △128 △79

8 売 上 債 権 の 増 加 額 △409 △5,623

9 た な 卸 資 産 の 増 加 額 △2,857 △6,965

10 仕 入 債 務 の 増 加 額 206 2,661

11 前 受 金 の 増 加 額 3,355 4,498

12 そ の 他 171 155

小 計          11,564 7,562

13 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 128 79

14 利 息 の 支 払 額 △9 △18

15 法 人 税 等 の 支 払 額 △2,515 △2,869

16 そ の 他 240 －

 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,408 4,755

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー                
1 定 期 預 金 の 純 増 減 額 ( 増 加 額 は △ ) △245 142

2 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △2,648 △5,267

3 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △940 △1,016

4 そ の 他 △43 △35

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,877 △6,176

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー                
1 配 当 金 の 支 払 額 △1,085 △954

2 そ の 他 △48 △4,360

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,134 △5,315

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額                142 △132

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 4,540 △6,869

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高                40,977 47,846

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高                45,517 40,977

（注）前年同四半期につきましては、(要約)連結キャッシュ・フロー計算書を開示して
いないため記載を省略しております。
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4.セグメント情報

前年同四半期につきましては、セグメント情報を開示していないため記載を省略しております。

〔 事業の種類別セグメント情報 〕
当四半期（自平成16 年 4 月 1 日  至平成 16 年 12 月 31 日） 　　　            

 （単位 百万円）

材 料 事 業 装 置 事 業 計
消去また
は全社

連結

 売 上 高     

(1)外部顧客に対する売上高 55,595 13,226 68,821 － 68,821

(2)セグメント間の内部売上高

   または振替高
－ 97 97 (97) －

計 55,595 13,323 68,918 (97) 68,821

営 業 費 用     47,021 12,301 59,322 2,829 62,152

営 業 利 益     8,574 1,021 9,596 (2,926) 6,669
(注) 1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
　　2. 各区分の主な製品

  (1 )材料事業･･･フォトレジスト、印刷材料、化成品、特殊化学材料
  (2 )装置事業･･･半導体製造装置、液晶パネル製造装置
3. 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総

務本部および経理本部に係る費用 1,850 百万円であります。

〔 所在地別セグメント情報 〕
当四半期（自平成16 年 4 月 1 日  至平成 16 年 12 月 31 日） 　　　            
                                                                  　　　 （単位 百万円）

日 本 北 米 欧 州 アジア 計
消去また
は全社

連結

売 上 高     
(1)外部顧客に対する

 売上高
52,905 5,113 4,643 6,159 68,821 － 68,821

(2)セグメント間の内部
  売上高または振替高

6,293 431 － 56 6,781 (6,781) －

計 59,198 5,545 4,643 6,215 75,603 (6,781) 68,821

営 業 費 用     53,339 4,993 4,574 5,153 68,060 (5,908) 62,152
営 業 利 益     5,859 552 68 1,062 7,542 (873) 6,669

(注) 1. 地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　2. 本邦以外の区分に属する国または地域

(1 )北米･･････アメリカ合衆国
(2 )欧州･･････イギリス、イタリア、オランダ
(3 )アジア････台湾

3. 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社本社の総
務部門および財務部門に係る費用 996 百万円であります。

〔 海外売上高 〕
当四半期（自平成16 年 4 月 1 日  至平成 16 年 12 月 31 日） 　　　            
                                                                  　　　　（単位 百万円）

北 米 欧 州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高 6,167 4,747 27,720 57 38,693

Ⅱ 連結売上高 68,821

Ⅲ 連結売上高に占める

   海外売上高の割合（％）
8.9 6.9 40.3 0.1 56.2

(注) 1. 地域の区分は、地理的近接度によっております。
    2. 各区分に属する主な国または地域

(1)北米･･････アメリカ合衆国、カナダ
(2)欧州･･････イギリス、イタリア、オランダ、ドイツ、フィンランド
(3)アジア････大韓民国、台湾、中華人民共和国、シンガポール、イスラエル

    3. 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の地域における売上高であります。
 


